
都道府県別の労働生産性都道府県別の労働生産性

 地方の労働生産性を見ると、引き続き低迷しており、トップの東京（11.1百万円／人）が
突出して高く、最下位の県（6.1百万円／人）とは、約２倍の開きがある。

（出典）県民経済計算（2013年）より作成
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注：平成5年度と平成15,25年度の数値は計算における基準が異なることに留意。
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（出典）県民経済計算（2013年）より作成
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